
20年
度

21年
度

22年
度

23年
度

24年
度

遅延の理由

Ａ１
がん検診等の有料
化

がん検診等の有料化を検
討

平成20年度は、委託料の約10％で健診料
を算定。今後、健診料を値上げするか検
討。

実施済み ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
対象者：2,158人
健診委託料：16,300,536円
健診料収入：1,499,900円

実施済

Ａ２
使用料・貸付料の
見直し・引上げ

既存の土地及び施設使用
料及び貸付料について見
直しを図る

20年度に関係機関と協議を行い、使用料
等の統一及び見直しを図る。

一部実施済み ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　一部については既に実施済みで
ある。その他についても、見直し
（統一）の検討中である。

実施中

Ａ３ 徴収率の向上
税及び使用料等の徴収率
の向上を図る

　夜間・戸別徴収等の実施強化により徴収
率の向上を図る。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　23年度に引き続き、納税相談な
どの推進により、現年度分（町県
民税、固定資産税、軽自動車税、
国民健康保険税、介護保険料、後
期高齢者医療保険料）合計の徴収
率は、97.20％（前年度
96.81％）で前年度比3,600万円の
増額となっている。
　また滞納分では、差押などの滞
納処分を強力に推進した結果５年
連続で徴収金額は1億円以上を徴
収し、徴収率も25.26％と高い水
準を維持している。滞納分の調定
額は、23年度423,177,763円、24
年度397,309,198円で昨年度と比
較して、△2,587万円となってい
る。
　今年度から新たに保育料と住宅
使用料の滞納分も徴収することに
なりました。平成24年度滞納保育
料の徴収額は6,415,750円、徴収
率は30.5%で十分な効果を上げて
います。住宅使用料については、
納付相談と共に強制執行の準備と
して滞納者の実態調査を行ってい
ます。

実施中

Ａ４
光熱水費等の経費
の削減

公共施設光熱水費等の削
減を行い維持管理経費を
削減する

　各施設の節電・節水の徹底を実施してお
り、今後も続けて実施する。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　全職員協力のもと、節電に努め
た。平成２２年度比、マイナスが
達成できた。

実施中

Ａ５
公共施設の清掃及
び空調機器管理委
託等の削減

清掃、空調、電気保安、
自動ドア、エレベータ、
浄化槽、警備、消防設
備、消防点検委託の検討
を行い、経費の削減を図
る

　一括契約及び長期契約を実施中。 実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
一括契約実施中
一括長期契約の更新

実施中

Ａ６
伊良原ダム周辺整
備関連施設の維持
管理の検討

伊良原ダム周辺整備関連
施設の維持管理について
検討を行う

施設規模やランニングコストなど関係課
と協議し、検討を行っていく。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　施設規模やランニングコストな
ど関係課と協議し、検討を行って
いる。

実施中
（ダム完成年度Ｈ29年
度までの完成に向け協
議中。）

平成２５年６月公表分

平成24年度
実施結果

決定方針
（予定方針）

進捗状況

行財政集中改革プラン　改善方針　

実施年度

改善方針 実施状況

※実施年度：「△」検討、「▲」試行、「○」段階的実施、「●」実施、「⇒」継続

項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分
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項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ａ７
集会所の維持管理
の検討

集会所の地元管理等見直
しを行い、経費削減を図
る

・２０年４月に集会所の改修に対する補助
対象を見直し、経費節減を図った。
・改修等の要望に際し、内容を精査し実施
している。

実施済 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・２５年３月、無償譲渡公民館
（集会所）改修補助金交付規程を
定め、無償譲渡を行うことにより
地域自治の推進を図った。
・改修等の要望に際し、内容を精
査し実施している。

実施中

Ａ８
電算機器の運営費
削減

事務様式の統一、例規シ
ステムの導入を検討、電
子メールによる通知の徹
底。電子決済の検討(伝
票及び事務処理)

地域イントラ機器及びウィルス対策ソフ
ト等の統廃合を行う。また、機器リース期
間満了後の再リースにより経費削減を図
る。

実施済 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　サーバ等機器及びソフト等の更
新を行った。

実施中

Ａ９
公共事業の計画的
実施

公共事業の計画的な実施
を行う

実施計画に基づき、優先順位を決め計画
的に実施検討する。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 実施計画に基づき実施中。 実施中

Ａ１０
公共工事のコスト
削減

公共工事のコスト削減を
行う

単独事業の諸経費比率の見直し。 実施済 △ △ △ ⇒ ⇒

　新技術を活用した工事の効率性
の向上による長期的コストの低減
及び、より耐久性の長い施設、省
資源化への転換を進め施設の品質
の向上を図ることによるライフサ
イクルコストの低減によるコスト
縮減を図った。

実施中

Ａ１１ 町債発行額の抑制 計画的な発行
合併特例債及び過疎対策事業債を中心に

交付税措置のある起債を適用する。
実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

・合併特例債　197,800千円
・過疎対策事業債　179,900千円
・一般会計出資債　107,800千円
・臨時財政対策債　451,545千円
・災害復旧事業　　 31,900千円
・繰越事業分　　　878,300千円

実施中

Ａ１２
経常収支比率の抑
制

経常収支比率を８９％未
満に抑制

　経常収支比率を８９％未満に抑制。 実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
・平成２２年度　79.4％
・平成２３年度　79.0％
・平成２４年度　分析中

実施中

Ａ１３
特別会計繰出し金
の適正化

独立採算を堅持
簡易水道事業の財源として、交付税措置

のある過疎対策事業債を適用し、一般会計
の負担を軽減する。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　簡易水道事業の財源として、過
疎対策事業債を適用している。

実施中

Ａ１４ 町債の繰上償還
町債の繰上げ償還を推進
する

　　　　　　　　　元　金
２０年度 一般会計 2,879千円
　　　　 住宅新築 4,988千円
２１年度 一般会計 15,720千円
　　　　 住宅新築 1,933千円

実施中 ● ● ⇒ ⇒ ⇒
平成２３年度で町債の償還は完
了。

実施済

Ａ１５ 旅費の見直し
出張旅費、費用弁償の見
直し

平成２０年４月１日から旅費の内、日当
を旅行雑費と名称を改め、支給しない区域
を拡大。その他の区域については、旅行雑
費の額をこれまでの半額とした。

実施済 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　平成22年に旅費支給条例の改正
を行い、旅費額の削減を実施

実施済
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項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ａ１６
退職勧奨制度の推
進

退職勧奨制度の推進
退職勧奨による退職希望者の申し出を受

ける。
実施済 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　退職勧奨実施要綱を毎年度制定
し、人事の刷新及び組織の活性化
を図っている。

実施済

Ａ１７ 職員の意識改革 職員の意識改革
意識改革を図るための研修を実施すると

ともに、定期的に町の財政状況や課題等を
職員に周知し、情報の共有化を図る

未実施 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　町独自研修の実施（ビジネス文
書研修、メンタルヘルス研修、新
規採用職員職場内研修、新規採用
職員民間企業等体験研修等）

実施中

Ａ１８
時間外勤務手当て
の削減

時間外勤務手当の削減
平成２０年度は対前年度比１０パーセン

ト削減を目標にする。休日勤務については
代休制度を導入する。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 毎週水曜日を定時退庁日とした。 実施済

Ａ１９
学校用務員の勤務
時間の削減

学校用務員の勤務時間を
削減する

平成２０年度より、８時３０分から１７
時までの勤務時間を、９時から１４時まで
に短縮し経費の削減を図っている。

実施中 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 平成２０年度から実施済。 実施済

Ａ２０
資源ゴミ回収補助
金の廃止

資源ごみ回収補助金の削
減を行い、経費の削減を
図る

　平成20年度から補助金廃止 実施済 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 実施済 実施済

Ｂ１ 保育料の見直し 保育料の見直しを図る
　少子化対策の一環の意味と、周辺市町村
との均衡を保つため、見直について随時検
討していく。

実施中 △ △ △ ⇒ ⇒ 検討中 遅延
　民営化の問題もあり
検討が必要なため

Ｂ２
公共事業負担金の
徴収

公共事業を行う場合に負
担金を徴収する

負担金徴収に向け検討する。 実施中 △ ● ⇒ ⇒ ⇒ 規則に基づき実施している 実施中

Ｂ３ 町営住宅払下げ
町営住宅の払い下げを行
い、歳入確保及び管理経
費の削減を図る

　一戸建て住宅の払い下げ協議について
は、２０年度より県住宅計画課との協議を
進めて行く。

実施中 △ ● ⇒ ⇒ ⇒
　地元要望により条例に基づき国
及び県と協議し実施している

実施中

Ｂ４
農機具倉庫の払下
げ

農機具倉庫を払い下げ、
歳入確保及び有効活用を
図る

　地元及び関係機関の協議の上、払い下げ
を実施する。

実施中 △ ● ⇒ ⇒ ⇒
　協議継続中、１倉庫廃止、１倉
庫譲渡予定

実施中

Ｂ５
付属機関、行政委
員会及び各種委員
数の見直し削減

付属機関 行政委員会及
び各種委員数の見直しを
行う

　今年度中に関係各課において、適正員数
を検討し、条例改正等の措置を講じる。

実施中 △ △ △ ⇒ ⇒
　見直しに関する検討が進んでい
ない。

遅延
　具体的な方針が決定
していない。

Ｂ６
事務事業評価制度
の導入

事務事業評価制度を導入
し、効率的な事務事業を
推進する

　２１年度からの実施にむけ、２０年度に
検討する。

検討 △ △ △ ⇒ ⇒
　周辺自治体の事務事業実施状況
の調査を実施、みやこ町のでの導
入を検討

遅延

　各課の事務事業が膨
大で、どの段階の事業
を事務事業評価するこ
とがもっと効果的か調
査中

3



20年
度

21年
度

22年
度

23年
度

24年
度

遅延の理由

平成２５年６月公表分

平成24年度
実施結果

決定方針
（予定方針）

進捗状況

行財政集中改革プラン　改善方針　

実施年度

改善方針 実施状況

※実施年度：「△」検討、「▲」試行、「○」段階的実施、「●」実施、「⇒」継続

項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ｂ７
行政評価システム
の導入

行政評価システムを導入
し、効率的な事務事業を
推進する

　２１年度からの実施にむけ、２０年度に
検討する。

検討 △ △ △ ⇒ ⇒
　周辺自治体の行政評価の調査を
実施。みやこ町での導入を検討

遅延

　事務事業評価との関
連もあるが、システム
を導入するか独自で実
施するか検討中。

Ｂ８ 支所機能の見直し
支所機能を見なおし、効
率的な行政運営を図る

　平成19年10月に機構改革を実施したが、
支所及び出張所機能について、見直しをす
る。

実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　みやこ町庁舎統合検討委員会に
て勝山庁舎を本庁とする答申を受
ける。

実施中

Ｂ９
各種イベントの見
直し

各種イベントの見直しを
行う

　２０年度にイベント運営委員会等で協議
を行い、段階的に削減を行い２４年度は１
９年度より１０％の削減を行う。

実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒ 実施主体の見直しも含め協議中 実施中

Ｂ１０ 行政区の見直し
行政区の再編、区数の削
減を行う

　行政区の見直しについて、２０年度に具
体的な方策を検討する。

実施中 △ △ △ ⇒ ⇒
平成21年度引き続き検討
する。

　行政区内の世帯数がきわめて少
ない1地区について、近隣行政区
との統廃合を行った。

遅延
具体的な方針が決定し
ていないため、見直し
が遅れている。

Ｂ１１
町づくり組織の育
成

まちづくり組織の育成を
推進する

　まちづくりは行政に依存するのではな
く、地域でできるところは地域で実践する
といった、住民自治を確立するため、随時
検討していく。

実施中 △ ○ ● ⇒ ⇒
まちづくり大賞の応募件数　２件
夢づくり事業助成実績　１０件

実施中

Ｂ１２
介護保険事業特別
会計

事業雇用人員の見直し
地域住民との協働による
事業費の削減

　事務量と必要人員の最適化を念頭に業務
を進める。

実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　要支援者、要介護者が増え、調
査対象者が増加する状況下配置人
員は適正である。

実施中

Ｂ１３
公共施設の指定管
理者制度への移行

公共施設の指定管理者制
度への移行を検討する

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ● ⇒ ⇒ ２４年度新規指定管理者なし 実施中

Ｂ１４ 保育所の民営化
保育所の民営化を検討す
る

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　平成２５年４月１日より諌山保
育所を民営化した。

実施中

Ｂ１５ 図書館の業務委託
図書館の業務委託を検討
する

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒

　他の公共施設と併設している関
係もあり、公共施設の全体の見直
しの中で検討中。指定管理につい
ては情報収集中。

遅延

　公共施設の方針とが
未決定と指定管理者制
度の効果を調査中のた
め

Ｂ１６
体育施設管理の民
営委託

体育施設管理の民間委託
の検討を行う

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ △ △ ⇒ ⇒
　陸上競技場の指定管理は経費の
縮小が望めない可能性があるため
検討が必要。

遅延

　陸上競技場の指定管
理は経費の縮小が望め
ない可能性があるため
検討が必要。

Ｂ１７
福祉センター管理
の民間委託

福祉センター管理の民間
委託の検討を行う

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　他の公共施設との調整も必要な
ため、検討を行っている。

実施中
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※実施年度：「△」検討、「▲」試行、「○」段階的実施、「●」実施、「⇒」継続

項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ｂ１８ 体育施設の統廃合 体育施設の統廃合を行う 　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ △ ⇒ ⇒ ⇒

　検討中。当分の間、現行施設を
そのまま残し利用する。学校の体
育館との相互利用も含め検討（B
＆Ｇ関連施設は、日本財団との事
前協議が必要）

実施中

Ｂ１９
小・中学校の統廃
合

小中学校の統廃合を行う 　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ △ △ ⇒ ⇒

　平成２４年６月に学校在り方検
討委員会を設置し、平成２５年２
月に学校在り方検討委員会より
「みやこ町学校在り方について」
の答申を受理した。

実施中

Ｂ２０
保健福祉施設の統
廃合

保健福祉施設の統廃合を
行う

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　検討中。今年度料金改定を行っ
た。(他の公共施設との調整も必
要なため。)

実施中

Ｂ２１
社会教育施設の統
廃合

社会教育施設の統廃合を
行う

　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ○ ⇒ ⇒
行政改革推進委員会の答申を受け
検討中

実施中

Ｂ２２ 保育所の統廃合 保育所の統廃合を行う 　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　平成２５年４月１日より諌山保
育所を民営化した。

実施中

Ｂ２３ 文化施設の統廃合 文化施設の統廃合を行う 　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　行政改革推進委員会の答申を受
け見直しを検討中

実施中

Ｂ２４ 公民館の統合再編 公民館の統合再編を行う 　公共施設検討会議で検討中。 実施中 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒
　行政改革推進委員会の答申を受
け見直しを検討中

実施中

Ｂ２５
ＰＦＩ手法の適切
な活用

ＰＦＩ手法の適切な活用
を行う

　メリットデメリットなど総合的に検討
し、ＰＦＩ事業の導入についても随時検討
していく。

検討中 △ △ △ ⇒ ⇒ 未実施。該当する事業なし 遅延 該当する事業なし

Ｂ２６
第三セクターの整
理・見直し

原則として赤字補填はし
ない

　情報公開の充実、法人の民営化等、随時
検討を行う。

検討中 △ △ △ ⇒ ⇒
　関係団体と検討中。赤字補てん
は行っていない。

実施中

Ｂ２７ 隣保館の業務委託
隣保館の管理の民間委託
の検討を行う

　市町村が直営管理することが、運営費補
助金の交付要件となっている。

未実施 △ △ △ ⇒ ⇒
　隣保館運営費補助金（国・県）
を利用した方が有利なため実施し
ない。

実施済

Ｂ２８
町長・副町長・教
育長給与の削減

町長・副町長・教育長給
与の削減を行う

　報酬審議会で検討。 未実施 △ ● ⇒ ⇒ ⇒ 平成２１年度に減額改定実施。 実施済

Ｂ２９
非常勤特別職の報
酬の削減

非常勤特別職の報酬の削
減

　報酬審議会で検討。 未実施 △ ● ⇒ ⇒ ⇒ 平成２１年度に減額改定実施。 実施済

Ｂ３０
組織・機構の見直
し

組織・機構の見直し
　平成19年10月に機構改革を実施したが、
随時、見直しをし、効率的な行政運営を図
る。

実施済 ○ ⇒ ● ⇒ ⇒
１係、１班の業務を見直し、組織
の変更を行った。

実施済
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21年
度

22年
度

23年
度

24年
度

遅延の理由
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平成24年度
実施結果

決定方針
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進捗状況

行財政集中改革プラン　改善方針　

実施年度

改善方針 実施状況

※実施年度：「△」検討、「▲」試行、「○」段階的実施、「●」実施、「⇒」継続

項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ｂ３１ 職員給与の見直し 職員給与の見直し
　平成２０年度に給与水準の見直しを検討
する。

未実施 △ ○ ○ ⇒ ⇒
　人事院勧告による給与改定がな
かったため、前年度基準のまま据
え置きとした。

実施中

Ｂ３２
各種委員会の委員
報酬見直し

各種委員会の委員報酬見
直し

　報酬審議会で検討。 未実施 △ △ △ ⇒ ⇒ 調査中 遅延
　具体的な基準、金額
が決定していない

Ｂ３３
人事評価制度の導
入

人事評価制度の導入
　平成２１年度制度試行を目指して、２０
年度は人事評価制度導入済みの自治体の例
を参考に制度導入に向けて準備する。

未実施 △ ▲ ○ ⇒ ⇒
　平成24年度から人事評価の本格
実施

実施中

Ｂ３４
消防組織及び消防
団員数の見直し

消防分団の統合を検討
　組織の再編（方面隊ごとの部の再編等）
について協議中。

実施中 ○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　条例定数６９２名のところ、実
員６１７名まで削減（２４年度
末）２５年度以降は、さらに削減
を進めるとともに部の統廃合を実
施していく。

実施中

Ｂ３５
職員提案システム
の構築

職員提案システムを構築
する

　平成２１年度制度試行を目指して、２０
年度は他の自治体の例を参考に制度構築に
向けて準備する。

未実施 △ ○ ● ⇒ ⇒
　平成２４年５月に職員提案規定
を定める。

実施済

Ｂ３６
保育所・学校ス
クールバスの見直
し

保育所・学校スクールバ
スの見直しを行い、経費
の削減を図る

　平成２０年度より、スクールバスの添乗
員の業務委託を実施し、事務の効率化を
図っており、保育所については、他の保育
所との均衡を考慮し、平成２１年度から廃
止の方向で検討する。また２１年度以降も
業務委託費の削減を図る。

未実施 △ △ ○ ⇒ ⇒

（スクールバス）
委託内容と再度委託費の見直しを
行い、23年度より学校等との連絡
調整事務も委託内容に追加した上
で、委託費の軽減も達成した。

実施済

Ｂ３７
各種団体のスリム
化

各種団体は独自運営へ育
成、類似団体の統廃合を
検討する

　２０年度に各団体との交渉で、２１年度
以降段階的に削減の協議を行う。また、類
似団体については、その都度統合の検討を
行う。

実施済 △ ○ ⇒ ⇒ ⇒ 行政駐在員会活動助成金を廃止 実施中

Ｃ１
各種証明手数料の
改正

各種証明手数料の見直し
を図る

　２１年度からの実施にむけ、２０年度中
に各種証明手数料の見直しを図る。

実施中 △ ● ⇒ ⇒ ⇒ 平成２１年度実施。 実施済

Ｃ２
防犯灯に関する見
直し

防犯灯設置及び維持管理
について見直しを図る

　平成21年度中までに、防犯灯・街路灯の
洗い出し（町設置分、区等設置分）を行
い、平成22年度から幹線道路以外の街路灯
の維持管理費について協議する。

未実施 △ △ ○ ⇒ ⇒
　防犯灯台帳作成完了。みやこ町
街灯等規程に基づき、適切な設置
や維持管理を行っている。

実施済

Ｃ３ 職員手当の見直し
期末勤勉手当の傾斜配分
の見直し

　傾斜配分の割合について平成２１年度実
施に向けて検討。

未実施 △ ● ⇒ ⇒ ⇒
　人事院勧告による手当改定がな
かったため、前年度基準のまま据
え置きとした。

実施済

Ｃ４
管理職手当ての見
直し

管理職手当の見直し
　管理職手当の定額化等を平成２１年度実
施に向けて検討。

未実施 △ ● ⇒ ⇒ ⇒ 管理職手当の定額化等を検討中 実施中
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改善方針 実施状況

※実施年度：「△」検討、「▲」試行、「○」段階的実施、「●」実施、「⇒」継続

項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ｃ５ 公用車の車種変更 公用車の車種変更を行う
　２０年度に本所及び支所の公用車の管理
運用を検討し、保有台数の見直しや今後の
購入計画について具体的な方針を示す。

実施中 △ ● ⇒ ⇒ ⇒

　各課からの要求に沿って公用車
の配置を検討。保有車から５台を
リース車に変更

実施中

Ｃ６
遊休公共施設の有
効利用・廃止を行
う

遊休公共施設の有効活
用・廃止を行う

遊休公共施設の有効活用・廃止を行う 実施中 △ ● ⇒ ⇒ ⇒

・旧職員住宅跡地の売却
・旧児童館を民間団体に有償貸付
・旧高尾邸個人に有償貸付
・堺利彦顕彰記念館解体撤去
・豊津地区学習等供用施設を発掘
出土品保管場所に使用

実施中

Ｃ７
公有バスの見直し
（利用団体条件の
見直しを含む）

公有バスの見直し(利用
団体条件の見直しを含
む)を行い、有効活用及
び経費の削減を図る

　現在３台で運営しているが、最終的には
１台での運営とする。（更新はしない）
　利用については精査する。（利用団体等
や利用内容）

実施済み △ ● ⇒ ⇒ ⇒
　バス２台で運行している。利用
団体を精査し申請を受け付けてい
る。

実施済

Ｃ８ 乗合バスの見直し
乗合バスの見直しを行
い、経費の削減を図る

　車を運転しない町民にとっては、日常生
活を送るうえで欠くことのできない交通手
段であるが、財政負担等の課題があり、運
行回数や欠損額の補填等についての見直し
を随時検討していく。

実施（一部） △ ● ⇒ ⇒ ⇒
欠損額の補てん割合が、以前の１
／２となった。

遅延
　事故等により欠損額
が増加したため。

Ｄ１
口座振替制度の推
進

口座振替制度の推進によ
り徴収効率の向上及び事
務経費の削減を図る

　滞納分について平成２１年４月よりコン
ビニ収納について実施予定。

実施中 ⇒ ● ○ ⇒ ⇒

　 21年度4月からのコンビニ収納
の実施に伴い土、日、祝祭日及び
夜間の支払いが可能となった。ま
た、口座振替については、広報誌
などにより随時加入促進を図って
いる。

実施済

Ｄ２ 未利用地の払下げ
未利用地の払い下げを行
い、歳入確保及び有効利
用を図る

　現状や今後の利用を検討し、利用しない
土地については、売却を含め検討する。

実施中 ⇒ ○ ⇒ ⇒ ⇒
・旧職員住宅跡地の売却

実施中

Ｄ３
一般会計予算規模
の抑制

予算規模を１５％削減
　予算規模を23年度までに90億円台に縮小
する
　予算ベース　前年度比▲10.7％

実施中 ○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　前年度を上回り予算抑制の目標
達ができなかった。

遅延
・大型事業(無線放送
施設改修、定住促進事
業等)実施のため。

Ｄ４ 職員定数の適正化 職員定員の適正化

　５年後の数値目標に沿って、既に職員の
削減に取り組んでおり新規職員の採用につ
いては毎年前年度退職者数の３分の１とし
ている。

実施済 ○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
 定員適正化計画に基づき職員数
の削減を実施

実施済

Ｄ５
臨時職員配置の見
直し

臨時職員配置の見直し
　現行の臨時職員の配置が適正かどうか調
査するとともに、原則として今後の職員数
減にともなう臨時職員の補充はしない。

未実施 ○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
　職員数の減少に伴い、事務の一
部を補助するための臨時職員が増
加した。

遅延
　臨時職員が増加のた
め

Ｄ６
各種団体補助金の
削減・廃止

５年間で町費単独の補助
金を削減又は廃止

　２０年度より一部実施している。今後も
各団体との交渉で協議を行い、段階的に削
減を行う。

実施中 ○ ○ ● ⇒ ⇒
　各課実施中。行財政改革推進委
員会、行財政改革検討班におい
て、補助金の交付基準を審議中。

実施中

7



20年
度

21年
度

22年
度

23年
度

24年
度

遅延の理由

平成２５年６月公表分

平成24年度
実施結果

決定方針
（予定方針）

進捗状況

行財政集中改革プラン　改善方針　

実施年度

改善方針 実施状況

※実施年度：「△」検討、「▲」試行、「○」段階的実施、「●」実施、「⇒」継続

項目
Ｎｏ

改善項目 改善内容

平成20年12月公表分

Ｄ７
補助金に係る事務
の簡略化、統一化
の検討

補助金交付申請の統一
・負担金の見直し

　近隣市町村と関係するものは、調整・検
討を進めて行く。

実施中 ○ ● ⇒ ⇒ ⇒
　実態調査、基本的な考え方の方
針を検討中

実施中

Ｄ８
合併処理浄化槽維
持管理補助金

維持管理補助金の廃止 　21年度設置者から廃止。 実施中 △ ○ ● ⇒ ⇒

　伊良原ダム周辺地域以外の区域
については平成20年度設置者まで
連続５回補助金を交付し平成２１
年度からの設置者については廃止
している。

実施済

Ｄ９ 職員研修の充実 職員研修の充実を図る

　市町村職員研修所の研修受講機会を増や
す。平成２０年８月に全職員を対象に独自
研修を実施したが、今後も毎年独自研修を
計画する。２１年度から職員に原則として
最低、年に一度の研修受講を義務付ける。

未実施 ○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

　市町村職員研修所の研修に加
え、町独自研修を実施（ビジネス
文書研修、メンタルヘルス研修、
新規採用職員職場内研修、新規採
用職員民間企業等体験研修等）

実施済

Ｄ１０
各種委員等活動助
成金の削減

各種委員等活動助成金の
削減を行い、経費の削減
を図る

　国・県の補助事業を積極的に活用すると
共に、活動助成に対する明確性や妥当性を
考慮しながら削減の方向で随時検討してい
く。

実施中 ○ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 実施中 実施中
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